津久見市地域子育て支援センター運営業務委託仕様書


津久見市地域子育て支援センター運営業務委託
仕様書
津久見市社会福祉課
１  事業目的
市民が安心して子どもを生み育て、子育てに喜びを感じることができる社会環境を形成し、子育てを地域全体で支援する地域力の創出に寄与することを目的として、津久見市地域子育て支援センター事業を行う。 

２  一般的事項 

（１）事業の実施は、津久見市地域子育て支援センター事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）の規定に基づいて行うものとし、関係法令を遵守するものとする。

（２）津久見市地域子育て支援センターの運営法人（以下「受託者」という。）は、次の事業・施設運営の基本理念に基づいて、津久見市（以下「委託者」という。）及び児童福祉・母子保健関係機関等と連携・協力し、事業・施設の運営にあたるものとする。 

（３）受託者は、関係書類及び次に掲げる諸帳簿等を実施施設に備え付け、常時記録を保管し、必要に応じて委託者に報告するものとする。 

ア  委託契約書（写）及び仕様書

イ  会計関係書類

ウ  人事労務関係書類

エ  事業計画及び職員配置計画

オ  事業実績記録、統計

カ  利用者関係書類

キ  その他必要書類 

（４）受託者は、仕様書に明記がない場合であっても、実施要綱の趣旨に照らし必要と認められる業務は、委託者と協議の上誠実に履行するものとする。 

（５）受託者は、本事業の遂行にあたり必要に応じて、委託者との協議を申し入れることができる。

（６）本仕様書に関して疑義がある場合には、別途委託者と協議することとする。 

３  実施施設 

（１）実施施設は、津久見市長（以下「市長」という。）が事業を実施するに適当と認める施設を、受託者が確保するものとする。 

（２）実施施設の基準等は、実施要綱第４条の定めによる。 

（３）市長は、実施施設の整備に必要な経費を、市長が定める要綱に従い、受託者に支払うものとする。 

４  事業内容 

 （１）人員配置 

人員は、子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者を２名以上配置すること。

（２）事業の実施時間、実施日、休業日 

事業の実施時間、実施日、休業日については、実施要綱第５条の定めによる。 

（３）業務内容 

次に掲げるとおりとし、事業ごとに目的を踏まえて、実施方法を遵守し、目指す拠点の姿に沿って実施すること。実施にあたっての詳細は、委託者と受託者が協議する。 

ア  乳幼児の遊びと育ちの場及びその養育者の交流の場の提供（親子の居場所事業） 

	目的
	場の提供を通じて、子育てに対する閉塞感、不安を解消し、孤立せずに育児できる。

	実施方法
	週５日以上、１日６時間以上、居場所の提供を行う。

	【目指す拠点の姿】

○子どもが育つ場となっている。

○親自身が親として育つ場となっている。

○利用する人を暖かく迎え入れる雰囲気がある。

	○多様な養育者と子どもが訪れる場所になっている。 

○子どもにとって安全な環境(防災・防犯・衛生・事故防止)が確保されている。 

○親同士がささえあう状況ができている。 


イ  子育てに関する相談及び関係機関との連携に関すること（子育て相談事業） 

	目的
	子どもと家庭に関する相談に対応することを通じて、子育てに対する閉塞感、不安を解消し、適切な支援につなげていく。

	実施方法
	居場所、相談室において相談に対応するほか、電話相談を行う。

	【目指す拠点の姿】

	○気軽に育児に関する悩み等が話せる場となっている。 

○発達、不適切な養育など専門的対応を要する相談を受け止め、関係機関に結びつけられている。 

○プライバシーに配慮した相談環境、対応が確保されている。 


ウ  子育てに関する情報の収集及び提供に関すること（情報収集・提供事業） 

	目的
	市内等の子育てに関する情報を一元化し、提供することを通じて、子育てに対する閉塞感、不安を解消する。

	実施方法
	情報コーナーを設置する。また、多様な媒体を活用し、情報提供を行う。

	【目指す拠点の姿】

	○地域における子育ての情報が収集され、必要な情報を容易に入手できるようになっている。 

○利用者自身が、拠点を通じて情報提供できている。 


エ  子育てに関する支援活動を行う者同士の連携に関すること（支援者ネットワーク事業） 

	目的
	ネットワーク化を進めることを通じて、市内の子育て支援の状況や課題を共通認識する。また、様々な地域の子育て支援活動の質の向上、活動の活性化、活動の課題解決を図る。

	実施方法
	既存のネットワークと十分に連携し、地域の子育て支援に関わる人々の意見・ニーズを踏まえてネットワークを推進する。

	【目指す拠点の姿】

	○地域の子育て支援活動を活性化するためのネットワークを構築・推進している。 

○ネットワークを活かして、地域の情報収集・共有や、拠点利用者の地域へのつなぎができている。 


オ  子育てに関する支援活動を行う者の育成、支援に関すること（人材育成、活動支援事業） 

	目的
	子育て支援人材の育成、当事者のサークル活動等の支援を通じて、子育て支援に関わる市民の増加、活動の多様化、活性化を図る。

	実施方法
	支援者の養成講座、活動へつなぐ実地研修、レベルアップ研修等を実施し、サークル活動等の育成支援を行う。

	【目指す拠点の姿】

	○地域の子育て支援活動を活性化するため、新たな子育て支援人材を育成している。 

○子育て支援に関わっている人のスキル向上のための支援ができている。


カ  その他子育て支援として、市長が必要と考える事業 

（４）ホームページ、パンフレット等の作成 

地域子育て支援センター及びその実施事業のほか、市内における子育て支援活動等について、養育者に広く周知するためのホームページを作成すること。また、パンフレット、チラシなど紙媒体によっても周知を図ること。 

５  情報の取扱に関する事項 

（１）個人情報保護の措置 

受託者は、「津久見市個人情報保護条例（平成12年6月23日条例第46号）」に基づき、事業実施にあたり個人情報の保護に努めなければならない。また、個人情報を取り扱う事務の実施にあたっては、別添の「地域子育て支援センター業務フロー及び個人情報保護措置」に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（２）電子計算機により情報を取り扱う場合の措置 

受託者は、業務の遂行にあたり電子計算機により情報を取り扱う際には、別添の「津久見市情報セキュリティポリシー外部委託管理に関する特記事項」の規定を遵守しなければならない。 

６  施設運営に関する事項 

（１）業務従事者の氏名、住所、年齢、連絡先、勤務形態を市に報告すること。また、変更があった場合には、その旨を直ちに届け出ること。

（２）業務従事者に必要な健康診断を行い、利用者及び業務従事者の健康を害さないように努めること。

（３）業務従事者に必要な研修を行い、その資質向上に努めること。

（４）実施施設の安全管理に十分配慮し、火災、事故、損傷等を防止して利用者及び業務従事者の安全確保に努めるとともに、財産等の保全に努めること。

（５）実施施設の衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。事業実施上発生した廃棄物については、適正な分別を行い、所定の場所に搬出するとともに、定期的な清掃等を実施すること。
　また、利用者には、ごみの持ち帰りを徹底させること。

（６）非常災害、事故等の緊急事態発生に備え、具体的な対応計画を定め、避難・救出その他必要な訓練を定期的に実施すること。

（７）省エネルギーを心掛け、省資源及び廃棄物減量の観点から環境への負荷の低減に努めること。 

７  実施施設の利用に関する事項 

（１）利用者が実施施設を利用する際のルールについては、委託者と協議し、定めること。

（２）利用者は、原則として登録制とし、利用の都度、受付を行うこと。円滑に利用受付ができるよう努めること。 

８  施設、設備、備品類等の管理に関する事項 

（１）経費により購入した物品（定価10,000円以上の物品とする。）の所有権は委託者に帰属するものであること。受託者は、これらの物品を、台帳を整備し、ラベル等により、善良なる管理者の注意を持って管理すること。

（２）遊具等の備品は、特に衛生保持に努めるとともに、常に破損の有無を確認し、必要があれば修繕し、又は廃棄すること。

（３）利用者による施設、設備、備品類等のき損又は滅失に係る１件10万円未満の軽微な修繕等については、受託者が業務の範囲内で行うこと。当該金額を超える修繕となる場合、又は明らかに利用者の故意又は重大な過失に基づくき損で、利用者に対し損害賠償を求めるべきと判断される場合には、委託者と受託者で別途協議すること。 

９  その他 

（１）賃料、電気料金、ガス料金、上下水道料金、電話料金、インターネットプロバイダ料金等は運営者がそれぞれ契約の相手方に支払うこと。また、これらの契約に基づく支払債務について、履行遅滞、不履行などをしないこと。

（２）実施施設あての文書類は、受領日を記録し、内容の重要度に応じて保管期間を定め、保管すること。
　　　なお、委託者に宛てた文書又は取扱いに疑義のある文書については、委託者に回送し、その指示を受けること。

（３）受託者は、毎月10日までに、前月分の次に関する事業実績報告書を委託者に提出すること。 

ア  親子の居場所の利用状況（日別、子どもの年齢別、居住地別）

イ  子育て相談の実施状況（内容別、子どもの年齢別）

ウ  情報収集・提供事業の実施状況

エ  支援者ネットワーク事業の実施状況

オ  人材育成、活動支援事業の実施状況

カ  その他子育て支援として、市長が必要と考える事業の実施状況 

（４）受託者は、年度末に、この契約の履行に関して完了報告をしなければならない。完了報告は、事業実施の実績報告に加えて、事業に係る収支報告を含むものとする。

（５）受託者は、実施施設及び事業実施上の瑕疵により、利用者その他の第三者に損害を与えた場合には、その損害を賠償すること。このため、必要な範囲で、施設賠償責任保険、傷害保険等必要な損害保険に加入すること。
地域子育て支援センター業務フロー及び個人情報保護措置



津久見市情報セキュリティポリシー外部委託管理に関する特記事項
（秘密の保持）
１．受託者は、本契約の履行に伴い知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また本契約終了又は、解除後も同様とする。
（情報の第三者への提供の禁止）
２．受託者は、本契約により知り得た委託業務の内容を一切第三者に提供してはならない。
（情報の指示目的以外の利用の禁止）
３．受託者は、本契約の履行のために知り得た個人情報を本市の指示する目的以外に使用してはならない。
（事故発生時の報告義務）
４．受託者は、盗難等の事故が生じた場合は、遅滞なくその状況を書面をもって委託者に報告しなければならない。
（再委託の禁止）
５．受託者は、委託業務の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
（情報の複写又は複製の禁止）
６．受託者は、委託者の指示がある場合を除き、委託業務に係る内容をすべて複写又は複製してはならない。
（情報の管理方法の指定、管理義務及び返還義務）
７．受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るため、以下の事項について必要な規定の制定を制定するなどの措置を採らなければならない。
（１）施設設備の管理体制
（２）情報の管理体制
（３）情報の返還及び消去の確認体制
（職員による立ち入り調査）
８．委託者は、必要があると認めるときは、委託者の職員を立ち会わせ、履行状況を監督することができる。
（監査への協力）
９．受託者は、委託者が行う監査にて協力を求められた場合には、速やかに協力せねばならない。
（保証）
１０．受託者は委託者に対し、この業務の履行において第三者の著作権、肖像権その他いかなる権利も侵害する物ではなく、かつ合法的なものであることをそれぞれ保証する。
（成果（物）に関する所有権、知的財産権の帰属）
１１．引き渡しを完了した成果物は、すべて委託者の所有とし、委託者はこれを事業に自由に使用することが出来る。
（対応マニュアルの作成）
１２．受託者は個人情報の滅失、き損等の事故が発生した場合の対応マニュアルを作成し、委託者に報告しなければならない。
（情報の取り扱いに関する教育の履行）
１３．受託者は本契約を履行するに際し、情報を取り扱う社員に対してセキュリティ教育を実施しなければならない。
（情報セキュリティ対策実施状況の報告）
１４．受託者は社内のセキュリティ対策実施状況に関し、委託者が報告を要求した場合には、速やかに報告しなければならない。
（守秘義務違反の場合の措置）
１５．委託者は受託者に守秘義務違反行為があった場合は、故意・過失に関わらず損害賠償等のしかるべき措置をとることができる。
【事業・施設運営の基本理念】 


ア  委託者における、地域による子育て支援の拠点施設としての運営


イ  子どもの視点に立ち、すべての就学前児童及びその養育者、並びに子育てに関する支援活動を行う者に開かれた運営


ウ  子どもと家庭を支援する各種の行政等機関・地域等との連携を図る運営


エ  利用者の意見、子育てをめぐる社会情勢、市民ニーズの変化に柔軟に対応できる運営


オ  子ども及びその養育者の育ちを支援するとともに、養育者自身が子育て支援活動の担い手として関わることができる視点に立った運営








【利用申込】


利用申込者の申請受付・登録


【簿冊による管理を行う場合】


利用申込書の提出を受け、情報を受付簿に記載する。


利用者カードを発行する。


【PC等による情報システムを利用する場合】


利用申込書の提出を受け、情報を受付システムに入力する。


利用者カードを発行する。


システムを用いるPCは、ネットワーク接続は行わない(スタンドアロンで使用)。�また、インターネット接続も行わない。


システムのソフトウェア及びPCには、使用者IDとパスワードを設定し、使用者を限定する。�入力作業を終え、作業機器から離れる際は、必ずソフトウェアを終了し、システムをログアウトにする。


記録デバイスの使用をソフトウェアで制限し、データの持ち出しを防ぐ。


作業機器の盗難防止措置を講じる。





１ 利用受付





簿冊、情報システムに入力した利用者の情報は、次回以降の利用受付以外に次に利用する。


利用者数の集計作業


電子メール等でのイベント等の事業案内の送付（申込時に希望の有無を確認し、希望者のみ送付する。）





【利用申込書、バックアップデータの保管】


・利用申込書と電磁記録のバックアップについては、鍵付書庫に保管する。





●保存期間等●


児童が就学年齢に達した場合、1年間利用がない場合、利用者の申し出があった場合には、削除する。





２ 子育て相談





【相談受理】


施設内、相談室等における相談


電話による相談


※　相談内容、相談者の希望に応じ、プライバシーに配慮した環境で対応する。





以下の場合にであって、相談者の了承を得た場合のみ、相談連絡表に記録する。


再度、相談に応じる必要がある。


福祉事務所に紹介し、専門的支援につなげる必要がある。





【記録】


相談室において対面で記録


相談の事後、事務室で記録


相談対応した職員が記録し、施設庁へ報告する。





報告後、再度相談対応に備えて記録を保管する。


福祉事務所へ相談連絡票等の写しを提供し、引き継ぐ。�受け渡しは、必ず施設内で行うこととし、直接福祉事務所職員へ手渡す。�原本は、センター内に保管する。





【相談連絡票の保管】


事務室内の鍵付書庫に保管する。





●保存期間等●


相談があった日から1年を経過した場合には、速やかにシュレッダー等により裁断し廃棄する。





３ 管理点検、研修





個人情報に管理体制について、少なくとも年2回以上は点検を行うとともに、個人上布を取り扱う従事者に対しては、少なくとも念に1回研修を実施すること
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